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2025 年 8 月開業 

中部工場(仮称)（岐阜県海津市） 

中部エリアに湖池屋として初の生産拠点を新設 
 

株式会社湖池屋（社長：佐藤章）は、岐阜県海津市に湖池屋として初めての中部エリアの生産

拠点として、新工場・中部工場（仮称／岐阜県海津市）を 2025 年 8 月(予定)に開業します。 

 

湖池屋として初の中部エリアの生産拠点 中部工場(仮称) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中部工場(仮称) 

所在地：岐阜県海津市南濃町庭田 829-11  

敷地面積：約 29,000 ㎡ 

建築面積：約 7,700 ㎡ 

建設費：約 100 億円 

着工予定時期：2024 年 9 月 

竣工予定時期：2025 年 8 月 
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2025 年 8 月の開業を予定している湖池屋 中部工場(仮称)（岐阜県海津市）は、関東工場（第一・

第二・第三）、京都工場、シレラ富良野工場、九州阿蘇工場に続く、5地域目の生産拠点となります。

既存のポテト系商品の製造ラインをはじめ、スナック菓子の領域を超える新商品の製造ラインの導

入も計画しております。 

中部工場(仮称)の開業を起点として、岐阜県で生産した商品を、中部エリアをはじめ、全国のみな

さまにお届けするとともに、岐阜県産の原料などを活かした新商品開発やスナック菓子の領域を超

えた新商品の開発等にもチャレンジし、商品を通じた様々な価値をお客様にお届けしていきます。 

また、中部工場(仮称)における雇用創出をはじめ、岐阜県・海津市と連携した地域貢献活動を通じ

て、中部エリアの方々はもちろん、全国のみなさまから愛される“湖池屋 中部工場(仮称)”を目

指していきたいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

湖池屋 GOGO！ファクトリーのイメージ 

（画像は、九州阿蘇工場 湖池屋 GOGO！ファクトリーの様子） 

■湖池屋 GOGO！ファクトリー 

中部工場(仮称)の稼働にあわせ、岐阜県・海津市から全国のみなさまに笑顔を広げる取り組みとし

て、湖池屋として全国で 2カ所目となる「湖池屋 GOGO！ファクトリー」を併設します。 

「湖池屋 GOGO！ファクトリー」は、湖池屋の歴史と創業以来のこだわりを体感いただきながら、オ

リジナルポテトチップス作りを体験することができる施設であり、2021 年 8 月に開業した九州阿

蘇工場においても大人気となっております。 

「湖池屋 GOGO！ファクトリー」では、フラット、Vカット、ケトル、厚切りなどの異なるカット形

状のポテトチップスの食べ比べを楽しめるほか、数種類のフレーバーを組み合わせたオリジナルの

味作りを体験いただけます。お好みのデザインやメッセージを加えることができるパッケージを含

めて、世界に 1つだけのオリジナルポテトチップスを作っていただけます。
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■中部工場(仮称)が取り組むテーマ 

これからの社会変化に対応するとともに、湖池屋が果たすべき社会的責任を考慮し、未来にわたっ

て持続可能な生産活動を行うため、中部工場(仮称)においては「品質向上」、「環境負荷軽減」、「省

人化」の実現を目指して取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 品質向上 

湖池屋として初導入の設備を組み合わせた新たなライン構成により、芽や異物の混入を削減。安

定した生産へとつなげることで、湖池屋品質の向上を図ります。 

 

● 環境負荷軽減 

CO₂排出量規制に対応し、太陽光発電設備を導入することにより、CO₂排出量を削減（約 300t/年

を想定）。また、工場と倉庫を併設し、拠点間輸送における CO₂排出量も削減します。 

 

● 省人化 

 今後の労働人口の減少・人手不足を見据え、人が介在する作業の負担軽減につながる DX 化及び

設備導入を予定しています（データ管理システム、AI 技術の活用、作業の機械化などを想定）。 


